
東浦町審議会等の委員の公募に関する要綱 

 

(趣旨)  

第１条 この要綱は、審議会等（地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第

３項の規定に基づき設置される附属機関及び要綱等に基づき町政に住民の意見を反映

するために設置される協議会等をいう。以下同じ。）の委員（以下「委員」という。）

の公募について必要な事項を定めるものとする。 

（委員の人数） 

第２条 公募による委員（以下「公募委員」という。）の人数は、一つの審議会等につ

き、その構成委員数の10分の１以上３分の１以下の数とする。ただし、町長が必要と

認めるときは、この限りでない。 

（応募の要件） 

第３条 公募委員に応募できる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）審議会等が開催される年度の４月１日現在において、東浦町に住所を有する満18

才以上の者 

（２）本町の議会議員又は職員でない者 

２ 前項の規定にかかわらず、審議会等の設置目的、所掌事務、委員の構成等を考慮し

て特に必要があると認められるときは、同項各号に掲げる要件を変更し、又は他の要

件を付すことができる。 

（公募方法) 

第４条 公募委員を募集しようとするときは、次の各号に掲げる事項を記載した募集要

領（以下「募集要領」という。）を広報紙、ホームページ等に掲載することにより行

うものとする。 

（１）審議会等の名称、設置目的及び所掌事務 

（２）募集人数 

（３）応募資格、方法及び期間 

（４）任期及び年間開催予定回数 

（５）小論文のテーマ 

（６）報酬の額等 

（７）選考方法及び選考結果の通知方法 

（８）審議会等を所管する課等（以下「事務局」という。）の名称及び連絡先 

（９）前各号に掲げるもののほか、事務局が募集に必要と認めるもの 

（応募の方法） 

第５条 公募委員に応募しようとする者は、次の各号に掲げる事項を記入した書類（以

下「応募用紙」という。）を応募期間内に事務局に提出しなければならない。 

（１）氏名、性別及び生年月日 

（２）住所及び電話番号 

（３）職業 

（４）募集要領に示されているテーマで記載した小論文 
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（５）過去に東浦町の公募委員に選任されている場合は、当該公募委員となった審議会

等の名称 

（６）その他募集要領に示された事項 

２ 前項の規定による応募は、窓口への提出、ファクシミリ又は電子メールにより行う

ものとする。 

(選考の方法等) 

第６条 公募委員の選考は、応募用紙に記載された内容を審査することにより行うもの

とする。この場合において、町長が必要と認めるときは、応募者に対し面接をするこ

とができる。 

２ 選考の結果については、応募者全員に通知するものとする。 

（応募がなかったとき等の取扱い） 

第７条 公募を行った場合において、応募人数が公募する委員の数に満たなかったとき

又は前条の規定による選考の結果、委員とするべき者がいなかったときは、再公募を

することができる。 

２ 前項の規定により再公募する場合の方法等は、前３条の規定を準用する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が定める。 

附 則 

 この要綱は、平成24年９月１日から施行する。 


